
  

概ね我が国の上下水道事業は建設を終え、本格的な管理・運営の時代に入った中、

多くの事業体においては、厳しい地方財政や職員減少の下、多種・多様化、多量化した課

題に直面してきており、事業の管理・運営環境は厳しさを増してきています 

 
豊かな地球 水のあるくらし ー私たちの原点です 

一般社団法人 全国上下水道コンサルタント協会 

〒116-0013 東京都荒川区西日暮里五丁目26番8号 スズヨシビル7階 

TEL:03-6806-5751／FAX:03-6806-5753 

http://www.suikon.or.jp/  

会員各社にお気軽にご相談ください。全力でお手伝い致します 

手引書（案）、参考資料編（標準約款（案）、共通仕様書（案））は以下よりダウンロードが可能です 

水コン協トップページの水コン協活動（成果）▶事業活動報告 
http://www.suikon.or.jp/seika/manual_20160722.html 

ヒト 
 ◎執行体制の確保   ◎緊急時対応体制の確保 

 ◎技術継承  ◎住民ニーズへの対応 

国による主な指導・誘導事項 

【上水道事業】 

経営戦略の策定 
水道ビジョンの策定・公表 
アセットマネジメントの検討・運用 
水安全計画の策定 
耐震化計画の策定       他 

【下水道事業】 

経営戦略の策定 
下水道ストックマネジメント計画の策定、実施 
アクションプラン（汚水処理概成）の策定、実施 
事業継続計画の策定 
総合地震対策計画の策定   他 

モノ 
 ◎安定的な施設管理  ◎施設の強靭化 

 ◎施設の長寿命化 

カネ 
 ◎長期的に持続可能な経営の確立 

 ◎民間委託の効率化 ◎収入増加策 

不足！
膨大！
老朽化！

※第5章のパッケージモデルを前提とした「標準約款（案）」「共通仕様書（案）」です 

手引書（案）と合わせて公表しておりますので参考にしてください 

※ 
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～ 上下水道事業運営支援業務活用の手引き（案） ～ 

持続可能な上下水道事業の実現に向けてのご提案 
手引き（案）の構成及び記載概要 

上下水道事業の課題 

コンサルタントからの“事業運営支援業務”のご提案 

対 象 ： 事業運営管理体制が十分に確保できない事業体 

内 容 ： コンサルタントがこれまでの調査・計画・設計等の一般業務の枠を超え、一定の裁量権を持って 

経営判断・経営計画・業務管理分野の業務について、より主体的に、長期間（複数年度）にわたり、 

包括的に支援する業務 

事業運営支援業務とは 

事業体

政策判断

経営計画

一般業務

経営判断

業務管理

事業体

一般業務（外部委託）

現状の事業ボリューム
改築更新事業の増大や

新たなマネジメントの導入
に伴い増加する業務

職員不足等
により

事業運営管理が
不十分な範囲

事業体の各階層が
担っている業務範囲

コンサル
タント

支援

事業体の主なメリット
①持続的なサービスの提供
②事業の更なる効率化
③技術のサポート
④広域連携の橋渡し など

事業体の主なメリット： 

リソース不足を補い、継続的、 

包括的に支援することで、 

新しい課題への取り組みを 

可能にします！ 

 ・持続的なサービスの提供 

 ・事業の更なる効率化 

 ・技術サポート 

 ・広域連携の橋渡し など 
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事業体側 

民側 
応募 

AD コンサル：アドバイザリー業務を実施するコンサルタント（必要に応じて支援） 

事業支援開始
事業支援開始１年前事業支援開始２年前

４月末着手

８～１１月

１２月

１～３月

～ 事業運営支援業務導入の基本的な流れ ～（イメージ） 

現段階においてコンサルタントは、経営判断の階層には補助的な支援、経営計画、業務管理の分

野における業務では補助・主体的な支援の選択が可能なものがあり、様々な業務水準の組み合わせに

よる支援が可能です 

包括化・長期間化とすることで、従来に比べより主体的なご支援が可能 

～  パッケージモデル（一例）～（下水道事業におけるケーススタディ） 

※上表は、主な業務を分野別に区分し、それらの業務に対して事務特性による分類（階層）で整理したものです 

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務 SM：ストックマネジメント

　　　　　　　　　　　階層
業務分野

政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

人事・財務・庶務管理
事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
ビ
ジ

ョ
ン
・
基
本
構
想

・
事
業
計
画
等
の
決
定

料
金
／
使
用
料

（
案

）
の
決
定

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報
整備改築計画

維持
管理

浄水場・処理場
等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画 維持管理作業

改築
事業計画
／SM計画

ビ
ジ

ョ
ン
・
基
本
構
想

財政計画立案

広聴・広報対応

議会対応 条例・規定等 料金管理・苦情対応 料金徴収・苦情受付

監査対応 料金システム等の管理

一般業務階層

その他

防災・減災計画 災害復旧管理 災害査定資料作成

排水設備等の管理 水質管理

事業場排水の監理 排水設備等の指導

事業場排水の指導

施設
管理

整備

新規整備

事業運営階層

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理

～事業体に寄り添いながら事業運営を支援し、コンサルタントとして上下水道事業へなお一層貢献していきます～ 

政策判断

（一部、事業運営支援コンサルタントへシフト）

（一部、事業運営支援コンサルタントへシフト）

（オプション）

調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計

建設会社 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工

維持管理会社
（管渠）

維持管理 維持管理 維持管理

維持管理会社
（処理場・P場）

－３年目 －２年目 －１年目 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目

事
業
体

※体制はこれまでどおり

経営判断

経営計画 ※体制はこれまでどおり

業務管理 ※体制はこれまでどおり

※体制はこれまでどおり

民
間

※体制はこれまでどおり一般業務

各種調査・計画立案

各種システム構築・運用管理 同左

コンサルタント

事業計画策定

各種システム構築

事業運営支援
コンサルタント

次期
事業計画策定

第３期
事業計
画※策

維持管理モニタリング（監視・評価、改善指示等） 同左

設計・施工・維持管理発注支援及び委託業務管理 同左

包括的民間委託 包括的民間委託

包括的民間委託 包括的民間委託 包括的民間委託

移行期間

移行期間

同一のコンサルタン

トでも対応可能

２期目パッケージ業務１期目パッケージ業務

別々のコンサルタ

ントが対応

引
継
ぎ

  

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務 SM：ストックマネジメント

：本章において検討対象として考慮した業務内容

事業計画
／SM計画

財政計画立案
ビ
ジ

ョ
ン
・
基
本
構
想

施設・
設備情報
整備施設情報

システム
の管理
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維持管理
情報整備

管路施設 維持管理計画 維持管理作業

整備計画

改築計画

　　　　　　　　　　　階層
業務分野

政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務
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予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

施設
管理

条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応 料金徴収・苦情受付

防災・減災計画

料金システム等の管理

災害査定資料作成

監査対応

災害復旧管理

その他
排水設備等の管理 水質管理

事業場排水の監理 排水設備等の指導

事業場排水の指導

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応

議会対応

維持
管理

浄水場・処理場
等施設

整備

新規整備

改築

パッケージ委託

付帯業務として想定
（災害時に対応出来る体制の確保を考慮する）

 パッケージモデルの年次スケジュール（案） 

 パッケージモデルで対象とした業務範囲 

  
  事業体の個別具体のニーズに 

合わせて様々な内容のパッケージ

が考えられます 

  
５年間の契約

期間を設定 

◆各種計画の企画・立案
◆補助者への指示・監督
◆管理者及び議会等への説明

◆上下水道ビジョンを実現する
ための各種計画の策定支援
◆各種システム構築支援

事業体コンサルタント

◆各種計画の見直し支援

支援

指示

支援

◆利害関係者への広報・広聴
◆顧客／災害対応
◆建設・維持管理等調達
◆予算・決算対応
◆人事給与庶務
◆補助者への指示・監督

指示

◆各種評価結果の確認
◆補助者への指示・監督
◆管理者及び議会等への報告支援

指示

◆各種計画の見直し
◆補助者への指示・監督

支援

指示

Ｐｌａｎ

Ｄｏ

Check

Ａｃｔｉｏｎ

◆利害関係者への
広報・広聴支援

◆顧客／災害対応支援
◆建設・維持管理等調達支援
◆料金徴収／経理事務支援
◆各種システム管理

◆維持管理結果の分析・評価
◆設計・工事監理
◆財務の分析・評価
◆目標の達成状況評価

※

事
業
体
側
で
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ

◆各種計画の確認
◆管理者及び議会等への説明

事業体コンサルタント

◆各種計画の見直し

報告

確認

◆利害関係者への広報・広聴
◆顧客／災害対応
◆建設・維持管理等調達
◆予算・決算対応
◆人事給与庶務

確認

◆事業運営状況の確認
◆コンサルタントの評価
◆管理者及び議会等への報告

報告

確認

Ｐｌａｎ

報告

◆上下水道ビジョンを実現する
ための各種計画の企画・立案
◆各種システム構築

◆利害関係者への
広報・広聴支援

◆顧客／災害対応支援
◆建設・維持管理等調達支援
◆料金徴収／経理事務支援
◆各種システム管理

◆維持管理結果の分析・評価
◆設計・工事監理
◆財務の分析・評価
◆目標の達成状況評価

Ｐｌａｎ

Ｄｏ

Ａｃｔｉｏｎ

Check

◆見直し内容の確認
◆見直しの合意

Ａｃｔｉｏｎ

Check

Ｄｏ

確認

報告

※事業体とコンサルタントが協働してＰＤＣＡ

※

最
終
確
認

事業体

関係業者
（コンサルタント、建設業者、維持管理業者など）

補助的な支援
発
注
・
契
約

業
務
管
理

報
告

関係業者
（コンサルタント、建設業者、維持管理業者など）

業
務
管
理

報
告

発注・契約
事業運営支援
コンサルタント

主体的な支援

事業運営支援
コンサルタント

発
注
・
契
約

発注・契約

助言・案作成等 報告等

事業体

最
終
確
認

事業体

関係業者
（コンサルタント、建設業者、維持管理業者など）

補助的な支援
発
注
・
契
約

業
務
管
理

報
告

関係業者
（コンサルタント、建設業者、維持管理業者など）

業
務
管
理

報
告

発注・契約
事業運営支援
コンサルタント

主体的な支援

事業運営支援
コンサルタント

発
注
・
契
約

発注・契約

助言・案作成等 報告等

事業体
    

【補助的な支援】 【主体的な支援】 

段階的な 
支援業務水準の
拡大も可能 

 ※ 手引書（案）では、 「 契約期間等の時系列的な整理 」 、 

「 委託内容の明確化 」、「 履行確認（検査）と支払い 」 、 

「 遂行体制 」 、 「 発注および契約手続き 」について 

  ケーススタディを示しています 

ADコンサル：アドバイザリー業務を実施するコンサルタント（必要に応じて） 

  
プロポーザル方式 

を基本 

3 2 

（下水道事業の場合） 

（下水道事業の場合） 

これまで、コンサルタントは事業体と共に様々な業務を遂行してきた実績があり、下表に示すほ

とんどの業務に対して支援が可能と考えます 

手引書（案）では事業運営支援業務への理解を深めていただくために下水道事業におけ

るパッケージモデル（一例）を示しています              ※手引書（案）_ 第5章 

事業体で必ず実施される“施設の建設”、“維持管理に関する運営支援”と“次期事業計画策

定”、さらには“災害時の復旧支援業務”を包括するパッケージモデルとしています 

これまでの実績・経験を活かし、様々な業務をご支援 

© 一般社団法人 全国上下水道コンサルタント協会  

  複数年・包括 


